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大阪府の授業料等支援制度について

• 大阪府では、大阪の全ての子どもたちを対象に、所得や世帯の子ど
もの人数に制限なく、自らの可能性を追求できる社会の実現と子育
て世帯の教育費負担を軽減し、子育てしやすいまち・大阪の実現に
向けて、国の高等教育の修学支援新制度（以下「国制度」といいま
す。）に大阪府独自の制度を加え、大阪公立大学等（※1）に入学・
進級する学生の授業料等の完全無償化をめざし、段階的に実施しま
す。
• ※1 大阪公立大学（令和４(2022)年度以降）、大阪府立大学・大

阪市立大学（令和２(2020)年度以降）
• 支援の対象となるには要件があります。要件については、「支援の対

象となる要件」をご確認ください。
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２ 支援対象となる要件（本制度による授業料等減免の支援を受けるためには、以下の要件を全て満たしている必要があります。） 
（１）学生等の要件
【令和７年度の対象者】 

大学 区分 令和７年度対象学年 

大阪公立大学 
大阪府立大学 
大阪市立大学 

学部・学域 
2 年次～6年次 
（5年次・6 年次対象は生命環境科学域（獣医学類）と医学部医学科のみ） 

大学院（博士前期・修士課程） 1 年次・2年次 
法科大学院 2 年次・3年次 

【留意事項】 
※11 留学生及び大学院の長期履修学生（育児・介護等の事情を有する者及びその他、相当の理由と学部等の長が認める者は含まない。）は対象とはな

らない。 

⇒標準修業年限での修了が困難と判断される場合は対象となりません。

⇒現行制度の学業成績の判定で「廃止」の区分に該当した者は対象となりません。

ただし令和 5 年度末の「学業成績の適格認定」で「停止」の区分に該当し、令和６年度末の「学業成績の適格認

定」で成績が継続相当に回復した者は令和 7年 4月より対象となります。

⇒過去に病気等の理由で休学し、修業年限内で卒業・修了する見込みのあるものは制度の対象となります。

詳細は府ホームページの制度に関する Q＆Aでご確認ください。

<府制度（所得制限なし）>
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（２）府内在住要件（現行制度と基準日が異なります。）

【令和７年度の対象者】

学生本人及びその生計維持者（原則、父母）が、最初に新制度の対象となる年度の４月１日を基準日として３年以

上前から引き続き大阪府内に住所を有していることが必要です。 

また、在学中に継続して支援を受けるためには、毎年度の基準日（４月１日）において、大阪府内に住所を有して

いる必要があります。 

（３）国籍・在留資格等に関する要件

国籍等について、次のいずれかに該当すること。（国制度と同様）

①日本国籍を有する者

②日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成三年法律第七十一

号）に定める特別永住者として本邦に在留する者

③出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第二の永住者、日本人の配偶者等又は永住

者の配偶者等の在留資格をもって本邦に在留する者

※上記以外の他、詳細は大阪府のホームページ（HP アドレスは 4ページ参照）でご確認ください。

<府制度（所得制限なし）>
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（４）大学等に入学するまでの期間等に関する要件
①大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学（学部・学域）

高等学校等を初めて卒業した年度の翌年度の末日から、大学等に入学した日までの期間が２年を経過していない者
（国制度と同様） 

②大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学大学院（修士課程、博士前期課程）、大阪公立大学・大阪市立大学法科大学院
大学等を卒業した後、引き続いて大学院に入学した者で、入学した年度の前年度末年齢が 24 歳（※12）までの者

※12前年度末年齢が 25 歳で入学した場合でも対象と認められるケースもありますので、詳細は府ホームページの制度に関する Q＆Aでご確認ください。

（５）家計の経済状況に関する要件（撤廃）
＜収入に関する基準＞＜資産に関する基準＞については、撤廃しました。



<府制度（所得制限なし）>
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（６）学業成績等に関する要件 
【新規申請者】 
 ①大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学（学部・学域） 

※本支援制度（現行制度・新制度）の支援を今まで一度も受けたことがない場合のみ 
次のＡ、Ｂのいずれかに該当すること。 

 Ａ．在学する大学等における学業成績について、ＧＰＡ（平均成績）等が上位２分の１以上であること。 
Ｂ．次のａ及びｂのいずれにも該当すること。 

    ただし、災害、傷病その他やむを得ない事由により a に該当しない場合は、b に該当することで要件を満たす
こととします。 

   ａ．累計修得単位数が標準単位数以上であること。（標準単位数の算定等の考え方については、国制度における取扱いと同様とします。） 
   ｂ．学修計画書の提出により、学修意欲や目的、将来の人生設計等が確認できること。 
 ②大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学大学院（修士課程、博士前期課程）、大阪公立大学・大阪市立大学法科大学院 

※本支援制度（現行制度・新制度）の支援（学部・学域生の時を支援を除く）を今まで一度も受けたことがない場合のみ 

  学業成績に関する要件はありませんが、申請時に大学指定の研究計画書の提出が必要です。 
 
【継続対象者または令和 7 年度に現行制度から新制度対象となる支援対象者（現行制度で支援「停止」中の者も含む）】 
 ①大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学（学部・学域） 
  国制度と同様の適格認定における学業成績の基準を満たす必要があります。 
 ②大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学大学院（修士課程、博士前期課程）、大阪公立大学・大阪市立大学法科大学院 
  標準修業年限での修了が困難と判断される場合や学修意欲が著しく低いと判断される場合は、支援を終了します。 



【適格認定における学業成績基準】 

区分 学業成績の基準 

廃止 

次の①～④に該当し、そのことについて災害、傷病、その他やむを得ない事由があると認められないとき 

①修業年限で卒業又は修了できないことが確定したこと。 

②累積修得単位数が標準単位数の５割以下であること。 

③履修科目の授業への出席率が５割以下であることその他の学修意欲が著しく低い状況にあると 認められること。 

④次に示す「警告」の区分に該当する学業成績に連続して該当すること。 

停止 
下記に示す「警告」の区分に該当する学業成績の基準に連続して該当すること。（2 回目の警告が「警告」区分の②に掲げる基

準のみに該当することによる場合に限る。ただし、連続して 3 回該当する場合は除く。） 

警告 

次の①～③に該当し、そのことについて災害、傷病、その他やむを得ない事由があると認められないとき 

①累積修得単位数が標準単位数の６割以下であること。 

②ＧＰＡ等が学部等における下位４分の１の範囲に属すること。（次のア、イに該当する場合を除く） 

 ア．大学等における学修の成果を評価するにふさわしく、かつ職業に密接に関連する資格等に十分に合格できる水準にあ

る場合 

 イ．社会的養護を必要とする者で、大学等における学修に対する意欲や態度が優れていると認められる場合 

③履修科目の授業への出席率が８割以下であることその他の学修意欲が低い状況にあると認められること。（前の「廃止」区

分の③に掲げる基準に該当するものを除く。） 

 

☑継続対象者または令和7年度に現行制度から新制度対象となる支援対象者（現行制度で支援「停止」中の者も含む）かつ

☑大阪公立大学・大阪府立大学・大阪市立大学（学部・学域）は、

☑国制度と同様の下記「適格認定における学業成績基準」を満たす必要があります！

Ⓒ2014 大阪府もずやん
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【申請手続きに関するお問合せ】
大阪公立大学学生課 大阪公立大学等授業料等支援制度担当
TEL：06-6605-2102 MAIL：gr-gks-fusien@omu.ac.jp

【制度に関するお問合せ】
副首都推進局 公立大学法人担当 TEL：06-6208-8877
[ホームページ]
https://www.pref.osaka.lg.jp/fukatsu/musyo/index.html
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参考：
令和7年度～
国の高等教育の修学支援新制度（国制度）

文部科学省においては、令和2年度から高等教育の修学支援新制度を開始し、低所得世帯を対象として高等教育
の無償化に取り組んでまいりました。これに加えて、令和5年12月22日（金）に閣議決定した「こども未来戦略」に
おいて、多子世帯の大学等の授業料等無償化が盛り込まれ、今後、高等教育段階における更なる負担軽減に取り組
んでいくこととしています。
文部科学省としては、本戦略を踏まえた制度の詳細について、今後検討を進めてまいります。

<こども未来戦略（令和5年12月22日閣議決定）関係箇所の抜粋>
授業料等減免及び給付型奨学金について、低所得世帯の高校生の大学進学率の向上を図るとともに、2024年度から多子世帯や理工農系の学生

等の中間層（世帯年収約600万円）に拡大する。さらに、高等教育費により理想のこども数を持てない状況を払拭するため、2025年度から、多子世
帯の学生等については授業料等を無償とする措置等を講ずることとし、対象学生に係る学業の要件について必要な見直しを図ることを含め、早急に
具体化する。

出典：文部科学省HP_奨学金事業の充実_（令和7年度～）こども未来戦略を受けた多子世帯の大学等の授業料等無償化についてより

私立大学の
理工農系のみ対象

（公立大学は対象外）
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出典：文部科学省HP_奨学金事業の充実_（令和7年度～）こども未来戦略を受けた多子世帯の大学等の授業料等無償化について
令和７年度からの奨学金制度の改正（多子世帯の大学等の授業料等無償化）に係るFAQ（PDF:1351KB）より

参考：令和7年度～ 国の高等教育の修学支援新制度（国制度）
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出典：文部科学省HP_奨学金事業の充実_（令和7年度～）こども未来戦略を受けた多子世帯の大学等の授業料等無償化について
令和７年度からの奨学金制度の改正（多子世帯の大学等の授業料等無償化）に係るFAQ（PDF:1351KB）より

参考：令和7年度～ 国の高等教育の修学支援新制度（国制度）

18



出典：文部科学省HP_奨学金事業の充実_（令和7年度～）こども未来戦略を受けた多子世帯の大学等の授業料等無償化について
令和７年度からの奨学金制度の改正（多子世帯の大学等の授業料等無償化）に係るFAQ（PDF:1351KB）より

参考：令和7年度～ 国の高等教育の修学支援新制度（国制度）
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出典：文部科学省HP_奨学金事業の充実_（令和7年度～）こども未来戦略を受けた多子世帯の大学等の授業料等無償化について
令和７年度からの奨学金制度の改正（多子世帯の大学等の授業料等無償化）に係るFAQ（PDF:1351KB）より

参考：令和7年度～ 国の高等教育の修学支援新制度（国制度）
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出典：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）ホームページ
令和6年度からの「高等教育の修学支援新制度の中間所得層への拡大に係る対応について（第4区分）」
１．多子世帯に属する場合 申告対象となる「子ども」の範囲 より
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出典：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）
「生計維持者の扶養する「子ども」の数の申告」手続きより抜粋（一部加筆）

※令和6年10⽉分〜令和7年9⽉分までの授業料等⽀援に申請する場合は、以下のとおり読替してください。
令和5年度⇒令和6年度 ・ 令和4年分⇒令和5年分 ・ 課税年度2023⇒課税年度2024
令和4年（2022年）分の「源泉徴収票」⇒令和５年（2023年）分の「源泉徴収票」
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ご清聴ありがとうございました
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